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障害者就労に係る雇用福祉横断検討会

座長 駒村 康平 様

構成員各位

社会保障審議会障害者部会  委   員

公益社団法人全国脊髄損傷者連合会  事務局長

安藤 信哉

「雇用と福祉の果たすべき機能・役割と連携の基本的考え方について

（これまでの議論の整理）」 の検討にあたって（意見）

1. 一般就労の拡大を踏まえ、訪問系障害福祉サービスとの連携も検討すべきである。

2. 常時介助を必要とする重度障害者が一般就労を選択できる制度とすべきである。

3. 通勤中や職場内における訪問系障害福祉サービスの利用を可能とすべきである。

上記の意見は、厚生労働省が第4回検討会で示した 「これまでの議論の整理」 の 「3.基本的考え方に

基づく雇用施策と福祉施策の在り方の検討にあたり留意すべき事項」 で指摘されている実態を踏まえたもの

ですが、これは 「1.」 「2.」 で示されている 「基本的考え方」 を具体化するうえで重要な検討課題として位

置づけられるべきだと考えます。

1. 一般就労の拡大を踏まえ、訪問系障害福祉サービスとの連携も検討すべきである。

⚫ 「これまでの議論の整理」 の 「2.雇用と福祉がそれぞれ果たすべき機能・役割と連携に関する考え

方」 の 「基本的考え方」 では、 「一般就労が可能な状態像にある者」 と 「一般就労が困難な

者」 という二分法で障害者を捉えている。しかし、障害者の就労の可能性は、本人の機能障害だけ

ではなく、環境調整のあり方との相互作用のなかで決まるのではないか。

⚫ 特に、常時介助を必要とする重度障害者については、就労に必要な職業能力や意欲があっても、

通勤中や職場内における介助を確保できなければ、一般就労そのものが困難となる。

⚫ したがって、一般就労のさらなる拡大と障害者の働き方の多様化を実現するため、今後の雇用施策

と福祉施策の連携を検討するにあたっては、就労系障害福祉サービスと一般就労の連携だけでな

く、日常生活を支える訪問系障害福祉サービスと一般就労の連携についても重要な検討課題として

位置づけ、制度全体を再検討すべきである。

2. 常時介助を必要とする重度障害者が一般就労を選択できる制度とすべきである。

⚫ 「これまでの議論の整理」 の 「3.基本的考え方に基づく雇用施策と福祉施策の在り方の検討にあ

たり留意すべき事項」 で指摘されているとおり、「常時介助を必要とする重度障害者が一般就労に
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繋がるようになったとは言い難い状況」 である。 

⚫ こうした状況を改善するため、2020年10月から 「重度訪問介護サービス利用者等職場介助助成

金」、「重度訪問介護サービス利用者等通勤援助助成金」、「雇用施策との連携による重度障害

者等就労支援特別事業」 が実施されている。 

⚫ ただし、就労支援特別事業の利用者は、2025年9月30日現在で重度訪問介護利用者183

名、同行援護利用者130名にとどまる（このほかに行動援護利用者1名で合計314名）。これ

は、2025年6月1日現在で一般就労している重度身体障害者108,818名および重度身体障

害者である短時間労働者13,332名（合計122,150名）のわずか0.3%に過ぎない。 

⚫ しかし、これらの制度には、なお以下のような課題がある。 

① 就労支援特別事業は地域生活支援促進事業に位置づけられているため、市町村が事業を実

施しなければ、利用を希望する障害者が申請することすらできない。 

② 同事業について、障害福祉サービスの負担上限月額と合算しない取扱いとしている市町村では、

利用者負担が倍増してしまう。 

③ 重度障害者に必要な介助が、居宅内、通勤中、職場内などの生活場面ごとに異なる制度によっ

て分断されている。 

⚫ 残業した場合、職場介助助成金や就労支援特別事業の時間数が不足してしまう。 

⚫ 欠勤、遅刻、早退などが生じた場合、訪問系障害福祉サービスの時間数が不足してしまう。 

④ 従来の 「職場介助者の配置助成金」 などと比較して制度が複雑で、利用申請の負担も大き

い。 

⚫ 特に、常時介助を必要とする重度障害者が就職活動を行う場合、就職後に職場介助助成金や通

勤援助助成金などを利用できることが確約されないまま、事業主に対して通勤中や職場内における

介助について合理的配慮を求めなければならないこととなる。このため、常時介助を必要とする重度

障害者の採用が忌避される状況が改善していない。 

⚫ 常時介助を必要とする重度障害者にとって生活支援と就労支援が不可分であるが、特に在宅就業

の普及は、訪問系障害福祉サービスと一般就労の垣根を曖昧にしてしまうため、障害者が働くため

に必要な支援を一体的に検討する必要がある。 

3. 通勤中や職場内における訪問系障害福祉サービスの利用を可能とすべきである。 

⚫ 以上を踏まえ、常時介助を必要とする重度障害者が通勤中や職場内でも訪問系障害福祉サービ

スを利用できるように、報酬改定検討チームとも連携し、2027年度障害福祉サービス等報酬改定

で報酬告示を改正する方向で検討すべきである。 

⚫ また、2022年10月7日に国連障害者権利委員会が公表した日本に対する総括所見においても、

地域生活支援サービスを通勤や通学などの目的で利用することを制限する法的枠組みについて懸

念が示され（第43段落a項）、制限を撤廃することが勧告されている（第44段落a項）。 
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⚫ 常時介助を必要とする重度障害者の就労を促進することは、障害者本人の職業選択の自由や社

会参加の実現に資するだけでなく、就労による所得の確保、税や社会保険料の負担、さらには生活

保護等の他の社会保障制度に係る費用の抑制にも繋がる可能性がある。 

⚫ なお、報酬告示の改正が次期報酬改定に間に合わない場合には、少なくとも職場介助助成金、通

勤援助助成金、就労支援特別事業について、常時介助を必要とする重度障害者が、居住する地

域にかかわらず、必要な支援を確実に利用できる制度となるよう、抜本的な見直しを行うべきであ

る。 
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令和８年７月１６日 
 

「雇用と福祉の果たすべき機能・役割と連携の基本的考え方」について 
 

一般社団法人 
日本メンタルヘルスピアサポート専門員研修機構 

代表理事 小阪和誠 
 
 １．はじめに 

当事者の立場から、言葉を紡ぎます。障害があっても、適切な合理的配慮等のもと
で「働く」ことができる社会を実現することは、障害者本人にとっても、また社会全
体にとっても有益なことであると思います。そのため、一般就労における雇用機会の
創出を図ってきた近年の障害者雇用政策は、実際に大きな成果を上げてきたと評価で
きると思います。障害者雇用の対象は身体障害者中心の時代から、知的障害者、精神
障害者へと広がりを見せ、働く障害者の数も大きく増加してきました。 

 
他方で、精神障害者の方達からのお声を拝聴すると、一般就労における障害者雇用に
ついては、 
 

・非正規雇用の割合が高いこと 
・能力が十分に評価されていないと感じる当事者が少なくないこと 
・キャリアアップの道筋が見えにくいこと 
・実際の職場においては、立場が弱くなりやすいこと 

 
などの課題も指摘されています。 

特に精神障害者の場合、その状態像は非常に多様であり、適切な合理的配慮が機能
することで、障害のない方と遜色のない能力を発揮できる方も少なくありません。 

そのため、今後は単に「障害者雇用数を増やす」という観点だけでなく、 
「障害者が能力を十分に発揮できる環境を整備し、その能力や成果を適切に評価す
る」という観点から、障害者雇用政策をさらに充実させていくことが重要であると考
えます。 

また、就労継続支援Ａ型・Ｂ型をはじめとする福祉的就労については、多くの障害
者にとって重要な社会参加の場であり、働く機会の確保という観点から大きな役割を
果たしてきました。特に精神障害者については、一般就労へのハードルを感じている
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方や、状態の変動に不安を感じる方も多く、福祉的就労は重要な選択肢となっていま
す。  

一方で、一般就労が十分可能と思われる方が、Ａ型事業所やＢ型事業所の利用に留
まっているケースも散見されます。高齢化社会の進展により働き手不足が見込まれる
中、適切な合理的配慮の下で、能力を発揮できる障害者の方を適切な働く場へ結びつ
けていくことは、障害者本人にとっても、社会全体にとっても重要な取組であると考
えます。 
 
２．障害者雇用政策は「量」から「質」の向上も視野にいれるべき 

これまでの障害者雇用政策は、主として一般就労における雇用機会の創出に大きな
成果を上げてきました。今後は、その成果を踏まえた上で、 
 

・障害者が十分に能力を発揮できること 
・適切な合理的配慮が提供されること 
・成果や能力が正当に評価されること 
・キャリア形成の機会が確保されること 

 
といった「雇用の質」の向上にも重点を置くべきであると考えます。 

障害者雇用は、単に雇用率を達成するための仕組みではなく、一人ひとりの障害者
が持つ能力や可能性を発揮できる社会基盤として発展していくことが重要であると思
います。 
 
３．福祉的就労から一般就労への移行を後押しする仕組みの強化 

一般就労が可能な方については、本人の希望を前提としながら、一般就労への移行
を後押しする方向性には賛成です。 

他方で、現場の事業所からは、一般就労への移行を支援することにより、結果とし
て事業運営が不利になる場合があるとの指摘もあります。 

そのため、利用者を一般就労へ送り出した実績や、定着支援の実績を適切に評価す
る報酬体系を検討することが必要ではないかと考えます。Ａ型事業所やＢ型事業所
が、一般就労への移行支援を積極的に行うほど評価される仕組みを整えることで、障
害者本人の選択肢や可能性を広げることにもつながると思います。 
 
４．一般就労と福祉的就労の接点を増やすべき 

一般就労している障害者と、福祉的就労を利用している障害者との間には、必ずし
も十分な交流や情報交換の機会があるとは言えません。 
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しかし、 
 

・一般就労をしている障害者の経験 
・就職に至る過程 
・合理的配慮の実際 
・就労継続の工夫 
・実際の苦労とやりがいや生活の変化 

 
などを知ることは、福祉的就労を利用している方にとって大きな参考になる可能性が
あります。そのため、一般就労者と福祉的就労利用者が相互に学び合い、出会うこと
のできる機会を意識的に増やしていくことも重要ではないかと考えます。 
 
５．本人の意思を尊重した丁寧な支援を基本とすべき 

一般就労が可能かどうかについて、客観的なアセスメント機能を強化することの重
要性については理解致します。 

しかしながら、働き方の選択は、本人の能力だけで決まるものではありません。 
障害特性、生活状況、地域の雇用環境、家族状況、体調変動への不安など、多様な要
因が存在します。そのため、アセスメント結果のみをもって進路を方向付けるのでは
なく、本人の意思や希望を最大限尊重しながら、より良い選択肢を共に考えるプロセ
スを重視していくべきであると考えます。 
 
６．おわりに 

障害者雇用の推進とその質の向上、そして福祉的就労の機会保障は、対立するもの
ではなく、相互に補完し合うものであると考えます。一般就労が可能な方にはその機
会を広げること、一般就労が「いまは」困難な方には福祉的就労や社会参加の機会を
保障し、同時に今後の可能性を広げられるような機会保障をもたらすこと、その双方
が実現される制度設計が求められています。障害のある人が、自らの希望に基づいて
働き方を選択し、その能力や価値が社会の中で適切に評価される、そうした社会の実
現が求められると思います。 
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令和 8 年 7 月 24 日 

 

障害者就労に係る雇用福祉横断検討会における「雇用と福祉の果たすべき機能・
役割と連携の基本的考え方」に対する意見 

 

公益社団法人 日本精神科病院協会 

常務理事 櫻木 章司 

 

１．基本的認識 

今回示された「雇用と福祉の果たすべき機能・役割と連携の基本的考え方」に
ついて、障害者雇用率制度及び障害者雇用納付金制度における就労継続支援 A 型
事業所等の取扱いを検討することは、重要な論点であると考える。 

一方で、本件は単に A 型事業所を雇用率制度上どのように算定するか、納付
金・調整金・報奨金等の対象とするかという技術的な問題にとどまらない。就労
継続支援 A 型、就労継続支援 B 型、就労移行支援、就労定着支援、就労選択支援
等の就労系障害福祉サービス全体について、対象者像、役割分担、支援内容、ア
セスメント、医療との連携、報酬評価、事業者規制のあり方を改めて整理する必
要がある。 

特に精神障害者については、地域移行を進める上で、退院後に地域で生活し続
けるための所得確保、社会参加、就労支援が極めて重要である。障害者雇用率制
度の数字を達成すること自体が目的化し、本人の状態像、希望、就労継続可能性、
医療的支援の必要性が置き去りにされることがあってはならない。 

２．A 型・B 型等の対象者像とサービス選択の課題 

就労継続支援 A 型は、通常の事業所に雇用されることが困難であるが、適切な
支援があれば雇用契約に基づく就労が可能な者を対象としている。また、B 型は、
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通常の事業所に雇用されることが困難であり、雇用契約に基づく就労も困難な者
を対象としている。しかし、一般就労の拡大や短時間雇用の進展により、A 型・B

型・一般就労の境界は不明瞭になっている。 

現場では、A 型と B 型の双方を運営する事業者が、利用者を A 型・B 型に恣意的
に振り分けるような運用も見られる。その際、本人の状態像、就労能力、生活上
の課題、本人の希望、一般就労への可能性等を踏まえた客観的なアセスメントが
十分に行われているのか、検証が必要であるとともに、医学的評価については事
業者の判断から独立した形で適切に実施される必要がある。 

医療提供側から見ると、精神障害者等のサービス選択や A 型・B 型間の移行に
ついて、医療側に事前の相談がないまま進められ、本人から事後的に報告を受け
るにとどまっているとの問題点が指摘されている。精神障害者、知的障害者、強
度行動障害を有する者、難病患者等については、症状の安定性、就労負荷、服薬
状況、再発リスク、生活支援の必要性等を踏まえた医療的評価が不可欠であり、
福祉・雇用の枠組みのみで判断することには限界がある。 

したがって、就労系サービスの利用開始時、サービス変更時、一般就労への移
行時、または一般就労から福祉的就労へ戻る際には、本人本位のアセスメントを
明確に位置付ける制度上の必要がある。特に、就労選択支援については、特定の
事業所への誘導や事業者都合による振り分けとならないよう、中立性・公平性を
担保し、医療機関、相談支援専門員、就業・生活支援センター等との連携を前提
とした枠組みとすべきである。 

３．障害者雇用率制度・納付金制度における A 型事業所の取扱い 

A 型事業所は、雇用契約に基づき利用者を雇用する点では雇用の側面を有する
が、同時に障害福祉サービス報酬により支援員配置等が手当される福祉サービス
でもある。そのため、一般企業が自らの経営資源により障害者雇用を進める場合
と同列に取り扱うことについては、慎重な検討が必要である。 

特に、障害者雇用率の算定、調整金・報奨金、特定求職者雇用開発助成金等に
ついて、障害者を雇用すること自体を前提とする A 型事業所に支援が集中してい
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るとの現実を見れば、制度趣旨との整合性を検証すべきである。障害者雇用を促
進するための制度が、結果として障害福祉サービス事業者の収益確保の手段とな
り、本人の一般就労への移行を阻害することがあってはならない。 

４．障害当事者をなおざりにした就労系サービスへの対応 

近年、就労系障害福祉サービスについては、本人の立場に立った就労支援では
なく、事業者側の利益が優先されているのではないかとの懸念がある。 

関連法人やグループ会社を活用し、福祉サービスの利用、雇用、再利用を循環
させるような実態が存在する場合、形式上は制度要件を満たしていても、実質的
には本人の自立や一般就労への移行に結び付いていない。また、短期的な軽作業
や作業斡旋にとどまり、職業能力の向上、キャリア形成、職場定着、生活の安定
につながっていない場合には、障害福祉サービスとしての制度趣旨から外れてい
る。 

さらに、障害福祉サービスがファンド化し、「高収益」「安定収益」「投資対
象」として広告・勧誘されるような状況は、国民の制度への信頼を損なっている。
障害福祉サービスは、障害当事者の生活、就労、尊厳を支える公的制度であり、
単なる収益事業として扱われるべきものではない。利用者向け広告のみならず、
事業参入・投資勧誘に関する広告についても、規制すべきである。 

５．運営指導・監査の強化と参入規制 

不適切な事業運営への対応として、監査の強化は必要である。しかし、現行の
自治体の人員体制では、監査頻度を高めるだけでは限界があり、十分な実効性を
確保できない。短期間で利益を得て撤退する事業者や、制度趣旨に反する運用を
行う事業者に対しては、調査指導・監査だけでなく、指定時の厳格な資格審査、
継続的評価による指定の取消を一体的に整備する必要がある。 

医療保険制度においては、診療報酬請求の状況等を踏まえた集団指導・個別指
導の仕組みがある。障害福祉サービスにおいても、加算取得や報酬請求が著しく
多い事業所、不自然な利用者移動が見られる事業所、一般就労への移行実績や定
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着実績が乏しい事業所等について、重点的に指導・確認を行う仕組みを検討すべ
きである。 

６．障害者部会における継続的検討の必要性 

今回の検討会は、雇用率制度及び納付金制度における A 型事業所等の取扱いを
契機としているが、医療・福祉・雇用の連携や、就労系障害福祉サービス全体の
制度設計を十分に議論するには、より専門的かつ継続的な検討が必要である。 

そのため、各委員の意見を個別に提出して終わるのではなく、社会保障審議会
障害者部会において、就労系障害福祉サービスの現状と課題を、部会として論点
整理する必要がある。その上で、検討会に対して、障害者部会としての見解を示
すことが望ましい。 

特に、以下の事項については、障害者部会において重点的に議論すべきである。 

・A 型、B 型、就労移行支援、就労定着支援、就労選択支援の対象者像と役割分担 

・サービス選択時及びサービス変更時のアセスメントの標準化 

・精神障害者等の就労支援における医療機関との連携 

・障害当事者の意思によらないサービス誘導、関連法人内での利用者循環等への
対応 

・広告、投資勧誘、収益性を強調した事業参入への規制 

・監査、集団指導、個別指導、指定取消の実効性確保 

・障害福祉サービス報酬改定時の収支差中心の評価から、本人の状態改善、就労
継続、一般就労への移行、再発予防、地域生活の安定等を踏まえたアウトカム評
価への転換 

７．結論 

障害者雇用率の数字を達成することは重要であるが、それ自体が目的ではない。
障害当事者が、適切な支援を受けながら、その人の状態像や希望に応じて、地域
で働き生活し続けられることこそが制度の本来の目的である。 
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したがって、今回の「基本的考え方」においては、雇用と福祉の役割分担を整
理することにとどまらず、医療との連携を明確に位置付けるべきである。また、A

型事業所等の雇用率制度・納付金制度上の取扱いについては、制度趣旨、支援の
質、本人の意思を尊重する事、地域の実情、一般就労への移行、医療連携の実態
を踏まえ、適正化すべきである。 

あわせて、就労系障害福祉サービス全体について、対象者へのアセスメント、
医療連携の在り方等を一体的に見直す場を設けることを求める。 

以上 
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雇用と福祉の果たすべき機能・役割と 

連携の基本的考え方に関する意見 

 
令和８年（２０２６年）７月 

（一社）全国手をつなぐ育成会連合会 
 
（一社）全国手をつなぐ育成会連合会（以下「本会」という。）は、わが国の知的・

発達障害領域における最古かつ最大の障害者団体であり、知的・発達障害の状態にか

かわらず、ライフステージに応じた適切な支援のもとで安心して暮らすことができる

地域の実現を願っており、共生社会の実現を目指して活動に取り組んでおります。 

中でも、企業や障害福祉サービス事業所などで就労することは、生活費を得るとい

う意味でも、役割をもって社会に参加するという意味でも、極めて重要な意味を持つ

と考えております。 

こうした視点から、案が示された「雇用と福祉の果たすべき機能・役割と連携の基

本的考え方」のうち、特に「基本的考え方」部分への意見を提出いたします。 
 

記 
 
１ 「障害の有無にかかわらず、働くことを希望する人」を修正すべき 
 本会は、重度とされる知的・発達障害であっても、本人の有する「強み」を活かし

て働くことは十分に可能であり、そのための就業環境整備を求める立場です。そうし

た趣旨を明確化するためにも、当該部分を「障害の有無や軽重にかかわらず、働くこ

とを希望する人」へ修正すべきと考えます。 
 
２ 「この２０年で一般就労の困難性が大きく変化したことを・・」の文意を明確に

すべき 
 この文脈は、近年の障害者雇用情勢を重ね合わせれば、困難性が改善したとの文脈

と理解できますが、知的・発達障害領域では就業上の合理的配慮が十分とはいえず、

少なくとも「大きく改善した」という実感はありません。加えて、上記の文脈である

するならば、一般就労の困難性が改善したと言い切ってしまうことになり、本会とし

ては就業の困難性を等級の判定基準としている障害者年金の判定にも影響が及ぶの

ではないかという懸念があります。 
 本会としては、この文脈が示すことを明確化すべきと考えます。一例として、障害

者雇用促進法における雇用義務の拡大や就業上の合理的配慮提供義務化の効果が後

押しとなっていることを追記した上で、一般就労の困難性が大きく変化しているのは、

主に身体障害、精神障害領域における事象であると注記することを提案します。 
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３ 「改めて、本人の希望と状態像等を十分に踏まえた丁寧なアセスメント等が行わ

れること」に意思決定支援の視点を補記すべき 
 就業に関する本人の希望とは、すなわち就業に関する「意思決定」であり、意思決

定の構成要素を考えると、それまでに培った体験や教育によって大きく異なることと

なります。特に知的・発達障害者は抽象概念の把握が難しいため、意思決定には実体

験、実経験を積むことが極めて重要となりますが、他方で学生時代にバイト経験など

がほとんどなく、働くことへのイメージが持ちにくいといえます。そして、このこと

を踏まえずに就労アセスメントだけを強化しても、肝心の「働くことに関する意思決

定（支援）」が不十分では、アセスメントが上滑りしてしまいます。 
そのため、この部分へ就業に関する本人の希望とは、すなわち就業に関する「意思

決定」であること、それゆえ特に知的・発達障害者の場合には意思決定支援が不可欠

であること、就労年齢までの教育（特にキャリア教育）が重要であることなどを補記

すべきと考えます。 
 
４ 「人口減少社会の中で限られたリソースで・・」の部分へ障害者雇用の重要性を

補記すべき 
 案文にある「人口減少社会の中で限られたリソースでニーズの変化にも対応しうる

姿を目指す必要がある」という部分は実態を反映しているといえますが、本検討会の

趣旨は障害者が働くことができる社会の構築ですので、人口減少社会であることが障

害者雇用の必要性を高めていることについても補記すべきと考えます。 
 
５ 「状態の変化（改善・悪化）や加齢など、本人の状態像の変化の際にも、雇用・

福祉それぞれが提供する機能・役割が変化する」の部分へノーマライゼーション

の観点を補記すべき 
 特に知的・発達障害者の場合は加齢に伴う体力低下などが早く現れるとされており、

雇用・福祉それぞれが提供する機能・役割が変化することは事実です。しかし、そう

した状態変化をもってただちに企業就労は不可能で、福祉（もしくは、就労継続支援

Ａ型ではなく生活介護）において対応すべきという整理には反対します。 
 障害者雇用促進法第３条では「障害者である労働者は、経済社会を構成する労働者

の一員として、職業生活においてその能力を発揮する機会を与えられるものとする」

と明記されており、これは共生社会、ノーマライゼーションの理念とも合致するもの

です。とすれば、加齢などによって本人の状態像が変化した場合でも、まず所属して

いる企業ないし障害福祉サービスで継続的に力を発揮することができるよう、十分に

検証、調整することが求められるはずであり、このことを補記すべきと考えます。 
 

以 上  
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「雇用と福祉の果たすべき機能・役割と連携の基本的考え方について」に関連した意見 

 

国立障害者リハビリテーションセンター病院 清水 朋美 

 

◆中途視覚障害者の就労継続は以前から極めて深刻な課題である。近年は高齢の視覚障害

者が増加するとともに、定年延長により就労期間も長期化していることから、視覚障害者の

就労継続に対する支援についても十分な検討をお願いしたい。 

 

◆当該資料は主として精神疾患やがん等を対象とした内容であると考えられるが、視覚障

害は障害特性が大きく異なるため、これらとは異なる視点での支援が必要である。視覚障害

の特性を踏まえた支援の在り方についても明記していただきたい。 

 

◆現在でも「視覚障害＝点字・白杖」というイメージが根強く残っているが、実際には点字

を利用する視覚障害者は一部にとどまり、多くは拡大表示や音声読み上げ機能などの ICT を

活用して就労している。これらの音声機能を実用的に活用するためには、専門機関における

一定期間の訓練が必要となる。また、音声機能を習得した後も、勤務先のパソコン環境では

読み上げソフトが十分に利用できない、会議で紙媒体の資料がそのまま配布される、スライ

ドを見ながら説明が進められるなど、就労環境における合理的配慮が十分ではない場面が

少なくない。 

 

◆一方で、雇用側や産業保健専門職においても、視覚障害者に対してどのような配慮が必要

か判断に迷うケースが少なくないと考えられる。視覚障害者が就労を継続するためには、

ICT 機器の活用だけでなく、通勤や職場内の移動の安全確保、会議資料や社内文書の情報保

障、職場環境の整備、さらには本人の見え方を踏まえた適切なコミュニケーションや接し方

など、多岐にわたる配慮が求められる。しかし、これらの配慮や支援方法は十分に理解・共

有されているとは言い難い。 

 

◆さらに、視覚障害は原因疾患や視機能の状態によって必要な支援が大きく異なることか

ら、就労にあたっては個々の状況に応じた専門的な助言が不可欠である。そのため、視覚障

害者本人だけでなく、雇用側や産業保健専門職も相談できる専門的な相談支援体制につい

て、日本眼科医会をはじめとする関係専門職と連携しながら整備されるよう、ぜひ検討をお

願いしたい。 
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令和 8 年 7 月 31 日 

全国身体障害者施設協議会 会長 白江 浩 

 

厚生労働省 第４回障害者就労に係る雇用福祉横断検討会 資料１ 「雇用と福祉の果たすべき

機能・役割と連携の基本的考え方（これまでの議論の整理）」について、以下のとおり意見する。 

 

○ 本会を構成する障害者支援施設では、重度の障害のある方々が利用されている。利用者の多

くが、常時介護や医療的ケアを必要とされており、その状態像、介助を含む支援は極めて多様

である。 

 そうした重度の障害のある方々も、昨今の DX の進展、ICT ・ロボット等テクノロジーの向

上により、一般就労あるいは福祉的就労の可能性は格段に高まり、入所施設を利用中であって

も、日中活動としての参加にとどまらず、地域の他資源への通所も可能になっている。 

 このように、重度の障害があっても、就労を希望される方が働ける社会が実現されようとし

ている中で、必要なケアが整備され、誰もが互いを大切に思い合い、誰も排除されず、関係者

のネットワークが充実した「ケアコミュニティ」の実現が求められていると考える。 

○ そのためには、一般就労・福祉的就労の双方において、ケアの充実が必要である。 

 一般就労においては、重度障害者の雇用が進むよう、合理的配慮の一層の理解促進・浸透と

ともに、介助等の福祉支援の柔軟な活用が求められる。また、「障害者雇用代行ビジネス」をは

じめとした法定雇用率への対応ありきではなく、ひとりひとりの希望（意思）・能力・特性に応

じた本人が生き生きと働ける雇用の質の向上が図られる必要がある。 

 福祉的就労においても、重度・高齢化が進む中で、働くことを希望する方を手厚く受け止め

られるよう、支援体制の充実とともに、サービスの質の向上が不可欠である。 

  また、一般就労における離職・休職の際の一時的な福祉サービスの利用をはじめ、雇用と福

祉の柔軟な往来を可能とするなど、働きたい方が制度の谷間に落ちることがないよう、雇用・

福祉施策のさらなる連携が図られる必要がある。 

○ 一般就労・福祉的就労について、どのような働き方をめざすかについて、最も尊重されるべ

きは本人の希望だと考える。公平・中立な支援者により、必要な情報や選択肢が提供されると

ともに、障害福祉分野における意思決定支援の重要性に鑑み、本人の希望が尊重される適切な

アセスメントの仕組みの整備が重要である。 

 

 以上のように、 

・ 重度の障害があっても、必要なケアの整備のもとで就労を希望される方が働ける「ケアコミ

ュニティ」の実現をめざすこと 

・ 一般就労・福祉的就労の双方において、就労を希望される方が働けるよう、ケアの体制整備

と質の向上が図られるとともに、雇用・福祉施策のさらなる連携が必要であること 

・ どのような働き方をめざすかについては、意思決定支援の重要性に鑑み、最も尊重されるべ

きは本人の希望であること 

は、雇用・福祉にかかる基本的な考え方として整理されるべきと考える。 

 

 なお、福祉分野における障害者雇用は他産業に比べ進んでいるデータがあるものの、すべての

社会福祉法人において法定雇用率が達成されている状況にはないと推察される。 

 社会福祉法人においても、障害者雇用について、質・量ともにより一層の推進を図らなければ

ならない。 
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「雇用と福祉の果たすべき機能・役割と連携の基本的考え方」に対する意見 

 

特定非営利活動法人 全国地域生活支援ネットワーク 

 

今回示された「雇用と福祉の果たすべき機能・役割と連携の基本的考え方」は、この 20

年間における障害者雇用の拡大や就労系障害福祉サービスの変化を踏まえ、今後の方向性

を整理しようとするものであり、その趣旨について理解いたします。 

 

一方で、私たちは、この議論に一つの問いを投げかけたいと思います。 

 

私たちは、何を目指して働くのでしょうか。 

 

今回の資料では、「一般就労が可能な状態像にある者には一般就労を」「一般就労が困難な

者には福祉を」という考え方が示されています。 

 

もちろん、障害のある人が一般就労という選択肢を持てる社会を実現することは、とても

大切なことです。 

しかし、私たちが本当に目指すべきものは、「一般就労」という制度上の区分なのでしょ

うか。 

障害のない人であっても、仕事に悩み、転職を繰り返し、心身の不調により休職する人は

少なくありません。 

「日曜日の夕方、明日からの仕事が楽しみだ」と感じられる人は、決して多くないのでは

ないでしょうか。 

 

そのような社会の中で、障害のある人だけに「一般就労への移行」を成果として求めるこ

とに、私たちは少し立ち止まって考える必要があるように思います。 

 

私たちが目指すべき社会とは、 

障害のある人もない人も、自分に合った働き方を選び、自分らしく働き続けられる社会 

ではないでしょうか。 

 

一般就労へ移行することが、その人にとって最も望ましい人生であれば、それを全力で支

えるべきです。 

一方で、就労継続支援事業所で仲間と働き、地域とのつながりを感じながら暮らし続ける

ことが、その人にとって最も豊かな人生である場合もあります。 

一般就労を経験した後に福祉へ戻る人もいます。 
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福祉の中で力を付け、再び一般就労へ挑戦する人もいます。 

これらは「成功」と「失敗」ではありません。 

 

人生には、一直線のキャリアだけではなく、立ち止まることも、戻ることも、遠回りする

こともあります。 

その一つ一つが、その人らしい人生です。 

だからこそ、「一般就労か福祉か」という制度上の区分をゴールとするのではなく、 

その人が地域の中で役割を持ち、自分らしく働き、暮らし続けられているか。 

その視点を制度の中心に据えることが重要ではないかと考えます。 

アセスメントは「判定」ではなく「可能性を一緒に探すもの」であってほしいと考えま

す。 

資料では、就労可能性に対するアセスメントの標準化や客観性の向上が提案されていま

す。 

客観性の向上は重要です。 

しかし、働く力は障害特性だけで決まるものではありません。 

本人の希望、生活環境、地域資源、企業の理解、支援者との出会いなど、多くの要素によ

って変化します。 

 

今日できなかったことが、一年後にはできるようになっていることもあります。 

逆に、体調や生活環境の変化によって、これまでできていたことが難しくなることもあり

ます。 

人は変化します。 

だからこそ、アセスメントは「一般就労できるかどうか」を判定するためのものではな

く、 

「どのような支援があれば、その人らしく働き続けられるか」を本人とともに考えるプロ

セスとして位置付けられることを期待します。 

 

地域によって「働く」の意味は違います。 

人口減少が進む地域では、一般就労の場そのものが少なくなっています。 

就労移行支援事業所の維持が難しくなっている地域もあります。 

 

都市部で成り立つ制度が、そのまま地方でも機能するとは限りません。 

制度は全国一律であっても、地域で暮らす人の人生は一人ひとり異なります。 

だからこそ、制度設計には地域の実情を柔軟に受け止める視点が必要です。 

 

おわりに 
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制度は、「どこで働くか」を整理することはできます。 

しかし、 

「明日も行ってみよう」と思える場所かどうかまでは制度だけでは決めることができませ

ん。 

私たちが目指すべきなのは、「一般就労へ何人移行したか」を競う社会ではなく、 

障害のある人もない人も、自分に合った場所で役割を持ち、安心して働き続けられる社会

です。 

「一般就労か福祉か」を議論する前に、 

「障害のある人もない人も、日曜日の夕方に『明日も行ってみよう』と思える社会になっ

ているだろうか。」 

そんな問いから制度を考えてみてもよいのではないでしょうか。 

 

もし、その問いに自信を持って「はい」と答えられないのであれば、それは障害福祉政策

だけの課題ではありません。 

日本の雇用政策そのものが、私たち一人ひとりに投げ掛けている問いなのかもしれませ

ん。 

制度は目的ではありません。 

一人ひとりの人生を支え、地域でその人らしく暮らし、働き続けられる社会を実現するた

めの手段です。 

 

私たちは、その原点を大切にしながら、雇用と福祉が対立するものではなく、ともに人の

人生を支える制度として発展していくことを期待します。 
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2026 年 8 月 3 日 
 

「雇用と福祉の果たすべき機能・役割と連携の基本的な考え方 
（これまでの議論の整理）」についての意見 

 
公益財団法人 日本知的障害者福祉協会 

生産活動・就労支援部会部会長 志賀 正幸 
 
「１．障害者自立支援法制定当時からの変化と課題」について 
 

本基本的な考え方 4 ページ二つ目の○に記載のある精神障害者の増加について、現状
を明示するために以下の 2 点の経年変化の記載について提案します。 
 
① 障害福祉サービスについては、利用者像の変化を丁寧に説明するために、障害者自

立支援法制定当時と直近の障害種別ごとの利用数を比較して掲載してはどうか。 
② （一般就労の進展）にある雇用されている障害者数について、障害種別ごとに平成

17 年と直近の数を比較して掲載してはどうか。 
 
「２．雇用と福祉がそれぞれ果たすべき機能・役割と連携に関する考え方」について 
 
 5 ページ中段 （基本的な考え方）について、障害者雇用促進法第３条（基本理念）の
趣旨を反映するとともに、離職・退職後の支援も考慮し、次の修正を提案します。 
 
〇障害の有無にかかわらず、働くことを希望する人が、その能力・適正に合わせて働く
ことのできる社会の実現を目指していく。このため、 
・ 一般就労が可能な状態像にある者に対しては、一般就労において職業生活において

その有する能力を発揮する機会を設け、 
・ 一般就労が困難な者に対しては、福祉において、一般就労への移行支援、又は、就

労および生産活動の場を設けるとともに、職業生活が安定するための調整や支援を
行う 

ことを、雇用と福祉それぞれの果たすべき機能・役割の基本とする。 
 
（参考） 
〇障害者の雇用の促進等に関する法律 
(基本的理念) 
第三条 障害者である労働者は、経済社会を構成する労働者の一員として、職業生活においてそ
の能力を発揮する機会を与えられるものとする。 
(昭六二法四一・全改、平一四法一六五・旧第二条の二繰下) 
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令和 8 年 7 月 31 日 

 

「雇用と福祉の果たすべき機能・役割と連携の基本的考え方」に関する意見 

 

国立精神・神経医療研究センター精神保健研究所 

藤井 千代 

障害者自立支援法制定以降 20 年間の一般就労の進展と利用者像の変化を踏まえ、丁寧

なアセスメントを前提に、雇用と福祉それぞれの果たすべき機能・役割を再確認するとい

う基本的考え方の方向性に賛同いたします。その上で、とりまとめにあたり、以下の 4 点

について、継続検討事項として明記いただくことを提案いたします。 

1. 重度障害者への就労支援とエビデンスに基づく支援モデルについて 

本整理では、就労系障害福祉サービス利用者の高齢化・重度化・多様化が進み、従来は

利用像として想定してこなかった方々を含め、働くことを希望する者が増加しており、こ

うした方々の就労・社会参加の場が更に求められていることが指摘されています。今後、

重度障害者への就労支援に本格的に取り組むのであれば、有効性に関するエビデンスが蓄

積されている支援モデルを実施できる制度環境を整えるという視点が必要であると考えま

す。 

特に、重度の精神障害者への就労支援については、援助付き雇用モデルである IPS

（Individual Placement and Support）が、国内外の複数の研究において、従来型の段階的

な職業リハビリテーションと比較して、一般就労に就く者の割合や就労期間等の、就労ア

ウトカムの改善に有効であることが示されており、費用対効果についても有望な知見が報

告されています。しかしながら、現行の障害福祉サービスの枠組みの下では、必要な人に

IPS を十分に提供することは必ずしも容易ではなく、IPS を提供している事業者は極めて

限られているのが現状です。例えば、通所実績を中心とした報酬体系の下では、IPS の中

核となる職場開拓、職場への同行、企業との継続的な調整等のアウトリーチ型の支援が十

分に評価されにくいことは、IPS 実装の障壁のひとつとして挙げられます。また、IPS が必

要に応じた継続的支援を重視するのに対し、就労移行支援には最大利用期間（2 年）があ

り、かつ就職後最初の 6 ヵ月という最も重要な時期について無報酬であること、就労定着

支援には支援期間の上限が設けられていること、障害者就労支援全体として医療と就労支

援を一体的・継続的に提供する取組を安定して支える制度・報酬上の位置づけが十分でな
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いことなども実装上の課題と考えられます。 

また、IPS は、就労準備性によって対象者をあらかじめ選別するのではなく、一般就労

を希望する本人の意思を起点として支援を開始することを原則としています。一般就労が

可能かどうかは、本人の能力や障害の程度、疾病の状態のみで決まるものではなく、職務

の内容、合理的配慮、支援の内容と強度、職場環境、地域における雇用機会等との相互作

用によって変化するものです。このため、一般就労が可能な者と困難な者を固定的に区分

することには限界があると考えます。 

本整理においても、一般就労が可能かどうかの判断は必ずしも容易ではないとされてい

ることを踏まえれば、アセスメント機能の強化に当たっては、アセスメントが一般就労や

就労支援へのアクセスを制限する方向で機能することのないよう、引き続き十分に留意す

る必要があります。アセスメントは、本人を雇用又は福祉のいずれかに振り分けるための

ものではなく、本人の希望を起点として、一般就労の可能性を広げるために必要な合理的

配慮、環境調整及び支援の内容・強度を明らかにするためのものとして運用されることが

重要であると考えます。就労選択支援が創設されたことにより、利用者の希望に基づくア

セスメント結果に対応する選択肢があることの重要性が増しているといえますが、IPS は

これまでの支援で対応できなかった利用者に対する選択肢となると考えます。 

重度障害者への就労支援のあり方については、IPS 等のエビデンスに基づく支援モデル

を実施できる制度環境について、報酬上の評価、利用期間の考え方、医療との連携体制等

を含め、その実施可能性を検証することを継続検討事項として位置づけていただくことを

提案いたします。 

 

2. 復職支援（リワーク）の位置づけについて 

本検討会の検討事項には「福祉と雇用の相互往来関係（うつ病等からの復職、加齢に伴

う諸課題）」が掲げられていますが、今回の整理では、加齢に伴う課題については言及が

ある一方、復職支援についての言及が見当たりません。 

精神障害者が法定雇用率の算定基礎に加えられて以降、在職精神障害者は大幅に増加し

ており、休職からの復職は、職場定着と並んで、雇用と福祉の相互往来の中核的な場面の

一つとなっています。在職障害者の支援ニーズの増大・多様化への対応という本整理自体

の問題意識に照らしても、復職支援における雇用施策・福祉施策それぞれの役割と連携の

あり方についても、継続検討事項として明示的に位置づけていただくことが必要であると

考えます。 
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3. 非就労系サービスが担う就労支援機能の実態把握について 

第 156 回障害者部会（令和 8 年 6 月 5 日）でも発言したとおり、就労支援・復職支援に

関連する機能は、就労系障害福祉サービス以外のサービスにおいて担われている場合があ

ります。特に自立訓練（生活訓練）では、生活リズムの回復や社会参加への準備と併せ

て、実質的に復職支援が行われている場合があることが知られています。しかしながら、

制度上「非就労系」とされるサービスの中で、就労・復職支援として、どのようなサービ

スが、どのような利用者を対象に提供されているのか、また、その利用期間や成果、報酬

上の評価がどのように整理されているのかは、サービス類型別の集計からは見えにくいの

が現状です。 

本整理は、就労系サービスについて、報酬構造と事業運営上の要請とが相まって、制度

上の利用者像と利用実態との間に乖離が生じ得る構造についてもご指摘いただいていま

す。このような構造は、サービス類型を問わず生じ得るものであると考えます。生産活動

収支や工賃に関する規定がなく、標準利用期間やその更新の運用、報酬体系等が就労系サ

ービスとは異なる非就労系サービスにおいて、制度上想定されている機能と実際に提供さ

れている機能との間に乖離が生じた場合には、生活訓練としての支援ニーズが高い利用者

への支援の質や量に影響を及ぼす可能性も懸念されます。 

平成 17 年改革が「機能に着目した」サービス体系の再編であったことに立ち返るので

あれば、雇用と福祉の機能・役割の整理にあたっては、サービスの制度上の類型ではな

く、実際に果たされている機能に着目することが必要ではないかと考えます。非就労系サ

ービスにおける就労支援機能について、利用目的や支援内容、利用者像、利用期間、成果

等に着目した実態把握と、それを踏まえたアセスメントや支給決定、報酬上の評価のあり

方の検証を、継続検討事項に含めていただくことを提案いたします。 

 

4. 医療との連携について 

就労・復職支援をめぐっては、医療機関（主としてデイケア）において提供される就労

支援やリワーク（医療リワーク）、障害福祉サービスを活用した支援、企業・産業保健分

野における治療と仕事の両立支援の取組等が併存しています。特に精神疾患や難病におい

ては疾病と障害が併存するという特性があり、支援の切れ目や重複を避け、本人の状態像

の変化に応じて適切な支援につなぐためには、医療（産業保健を含む）との役割分担と連

携の横断的な整理が不可欠であると考えます。この点は、第 156 回障害者部会においても
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複数の委員から指摘があったところです。 

就労可能性に対するアセスメント機能の強化が本整理に掲げられていることも踏まえ、

1 に述べた医療と就労支援の一体的提供のあり方や、就労選択支援等のアセスメントにお

ける主治医・産業医等との連携のあり方を含め、医療との役割分担・連携の整理について

も、継続検討事項として位置づけていただく必要があると考えます。 
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「雇用と福祉の果たすべき機能・役割と連携の基本的考え方」に 

対する日本看護協会からの意見 

 

１．就労可能性に対するアセスメントについて 

５ページ「２．雇用と福祉がそれぞれ果たすべき機能・役割と連携に関する考え

方」の「（基本的考え方）」の３つ目の○では、就労可能性に対するアセスメント

機能について記載されている。 

障害者は、疾患特性や病態が多様であることから、就労可能性を適切に判断する

ためには、現行の「就労選択支援」における本人の就労希望や福祉的視点からの

アセスメントに加え、日内変動や薬剤の副作用を含めた医療的視点からのアセ

スメントを行うことが必要であると考える。 

２．障害者雇用におけるマッチング機能の充実及び報告書への記載について 

障害者雇用においては、障害の程度にかかわらず、誰もが能力を発揮しながら働

くことができる環境を実現することが目指すべき社会の姿である。 

そのためには、障害者本人の能力や勤務実績、安定した就労のために必要な合理

的配慮等の情報と、雇用者側における就労形態や時間、業務内容、物理的環境な

どの対応しうる勤務環境や条件等の情報を適切に把握・・示 し、双方を的確にマ

ッチングする機能を充実させることが重要である。 

また、本資料は「障害者就労に係る雇用福祉横断検討会」の中間整理として さ

れているが、最終的な報告書においては、障害者の一般就労に関する雇用者側の

受入状況の推移や推進策、現状の課題について整理・分析した上で、今後の方向

性や展望についても記載されることを要望する。 
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2026 年８月 13日 

 

一般財団法人全日本ろうあ連盟 

福祉労働委員会 委員長 吉野 幸代 

 

雇用と福祉の果たすべき機能・役割と連携の 

基本的考え方について回答書 

 

障害者自立支援法の制定から 20 年が経過し、障害者雇用の環境は大きく変化し

ています。 

資料１にもあるように、就労系障害福祉サービスの利用者像は高齢化・重度化が

進み、 働くことを希望する者のニーズがこれまで以上に大きくなっています。 

こうした変化を踏まえ、①本人の希望を踏まえたアセスメント、②状態の変化へ

の適応、③雇用と福祉の連携強化は、きこえない・きこえにくい者にとっても極め

て重要です。 

本回答書では、資料１の基本的考え方と、当連盟が 2020 年に提出したヒアリン

グ回答書の内容を踏まえ、以下の通り回答させていただきます。 

 

①本人の希望を踏まえたアセスメントの強化 

聴覚障害は「見えにくい障害」であり、コミュニケーション手段（手話・口話・

筆談・ICT）や情報保障の有無によって就労の可能性や能力の発揮の度合いが大き

く変わります。そのため、アセスメントには、きこえない・きこえにくい者の特性

や、ろう重複障害を含む多様な状況、教育歴や生活背景などを熟知して理解した専

門人材が関与することが不可欠です。また、手話施策推進法では、手話を必要とす

る者の意思が尊重され、手話の習得・使用に必要な環境整備を図ることが基本理念

として示されています。 

本人の希望を踏まえたアセスメントを実効性のあるものとするためには、手話に

よる十分な意思確認と、きこえない・きこえにくい人、ろう重複障害の特性を理解

した専門人材の関与を制度上位置づけることが不可欠です。 

2020 年回答書でも述べたとおり、「聴覚障害の特性を把握した専門性を持つろう

あ者相談員などが評価に関われる仕組みの創設が必要」であると考えます。 

アセスメント標準化の議論においても、きこえない・きこえにくい者の特性が抽

象化・埋没しないよう、手話言語での評価を必須要件として制度化していただきた
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いと考えます。 

現行のジョブコーチ研修や相談支援専門員研修では、聴覚障害者支援の内容が十

分とは言えません。手話言語や聴覚障害理解を必須とし、専門性を有する人材を計

画的に育成する仕組みが必要です。 

近年、雇用現場では「業務の切り出し」ではなく、障害のある方が持つ能力を仕

事で活かすことができる環境を提供するという「障害の社会モデル」の考え方が広

がっています。 

当連盟としても重要な視点であると考えますが、能力を活かす働き方には当事者

側にも責任が伴います。 

きこえない・きこえにくい者の場合、能力を発揮し責任を果たすためには、まず

情報へのアクセスやコミュニケーション保障が前提となります。重度のろう重複者

のように福祉的支援を必要とする者もいますが、適切な環境が整えば十分に力を発

揮できる者も多くいます。 

そのため、アセスメントは「能力を見極める」ものではなく、「能力を発揮でき

る条件・環境を見つけるアセスメント」へ転換することが重要であると考えます。 

アセスメントでは、 ・何ができるのか ・どのような環境で力を発揮できるのか ・

どのような環境であれば継続して働くことができるか という視点を持つことが、

雇用につなげていく上で不可欠です。 

また、アセスメントを誰が行うのかも重要であり、単にアセスメントの場で手話

通訳者を情報保障として付けるだけではなく、福祉から一般就労へ移行する際の課

題を想定した、より丁寧な関わりができるようにする意味でも、きこえない・きこ

えにくい者やろう重複障害の特性を深く理解している専門人材の関与が求められ

ます。 

 

② 状態の変化への適応 

きこえない・きこえにくい者にとって、就労継続に影響を及ぼす「状態の変化」

は、障害の状態だけではありません。加齢による聴力の変化に加え、 

〇人事異動や配置転換 

〇業務内容の変更 

〇ＩＣＴ化の展開 

〇職場のコミュニケーション環境の変化 

などによって、これまで得られていた情報が得られなくなり、精神的負担や孤立感

が大きくなることがあります。 

また、新しい技術や業務を学ぶための研修等での情報保障が整っていないため、

能力向上やキャリア形成の機会が失われている実態があります。 
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2020 年回答書でも指摘したとおり、高等教育機関や訓練校で情報保障体制の遅

れにより、きこえない・きこえにくい者が他の受講生と同様に十分に学べない事例

が多くみられており、こうした学習環境の格差解消が急務です。職場および教育の

場における情報保障の整備が必要であると考えます。 

具体的に申し上げますと、音声が即時に文字などに視覚化できるような機器導入

や手話通訳・要約筆記者などニーズに合った環境整備を行うことによって他の受講

生と同様に自分の能力向上やキャリア発達をめざせる条件が整います。 

③ 雇用と福祉の連携強化 

ハローワークにおける手話協力員の稼働時間は月７〜８時間と極めて短く、近年

導入された遠隔手話通訳システムは求職活動には活用されているものの、職場定着

支援やキャリアアップ支援には対応しにくい課題があります。 

地域生活支援事業による意思疎通支援事業の中で職場への手話通訳派遣は派遣

対象から除外されることが多いために、企業が自己負担できこえない・きこえにく

い従業員のために手話通訳者・要約筆記者を手配しなければならず、その費用負担

がネックとなっています。この点、職場への手話通訳者・要約筆記者の派遣に要し

た費用は JEED による委嘱助成金制度で一部助成を受けることが可能となっていま

す。しかしながら、このような助成金制度を知らない企業が多いため、きこえない・

きこえにくい者が手話通訳者等の情報保障が必要だと感じる場面でも企業が手話

通訳者の依頼費用がかかることを懸念して、結局他の手段でカバーしようとするが

当事者にとっては情報保障のニーズを十分満たせないケースが多々見られていま

す。そうした背景もあり、委嘱助成金制度は利用頻度が低く、十分に活用されてい

るとはいえない状況が生じています。こうした課題を解決するためにも、意思疎通

支援事業による派遣の対象に職場を加えるようにするとともに、助成金制度のいっ

そうの周知による活用促進が望まれます。 

また、遠隔手話通訳についても、ハローワークと自治体で異なるシステムが導入

されており、利用しにくさにつながっています。 

地域によってはきこえない・きこえにくい当事者に対して雇用・福祉によるチー

ム支援が導入されていますが、そこにきこえない・きこえにくい当事者であるろう

あ者相談員などの当事者による支援員が参加していないケースが多く見られます。

当事者の視点を反映した支援を実現するためには、専門性を有する当事者の参加が

不可欠であると考えます。 

さらに、福祉から一般就労に移行した後にコミュニケーション支援を含む支援が

途切れる結果として、就労がうまくいかず離職して再び障害福祉サービスに戻らざ

るを得ないケースがあると推察しています。このような「支援の途切れ」を防ぐた

め、就職前から就職後まで一貫した切れ目のない支援体制を構築するためにも、当
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事者による支援関係者も加えた雇用と福祉の連携によるチーム支援の強化が不可

欠です。そのためには、ろうあ者相談員や情報提供施設の相談員などの当事者によ

る支援が可能な社会資源について、地域の支援機関に対する情報提供や意識啓発を

行うことが重要です。 

 

最後に、社会保障審議会にはきこえない当事者代表として吉野が参加しています

が、労働政策審議会（障害者雇用分科会）にはきこえない・きこえにくい当事者の

構成員がおりません。このようなヒアリングでの意見聴取という一時的な参加では

なく他の種別の障害者の当事者代表と同等にきこえない・きこえにくい当事者を審

議会構成員として参画させていただくことを切望しております。SDGs のキーワー

ドともなっている「誰一人取り残さない」世界を目指す意味でも、皆様方にはぜひ

ともご検討をお願いいたします。 
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